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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
◆人件費◆
　　　　　行財政改革への取組みにより新規職員採用の抑制や退職不補充による定数の削減、議員、理事者
　　　　　の報酬、職員給与等を削減していることから、類似団体や市町村平均を下回る数値となっている。
◆物件費◆
　　　　　行財政改革への取組みにより削減しているものの、本村には、村営の温泉施設や社会体育施設等が
　　　　　多く、こられらの施設の維持管理経費に係る物件費の割合が高くなってきている。
　　　　　今後も引き続き削減に努めるとともに、温泉施設については指定管理者の募集等を実施し、施設のコ
　　　　　スト削減に努めたい。
◆扶助費◆
　　　　　本村は、子育て支援や高齢者福祉・障害者福祉に係る事業を積極的に推進していることから、比較的
　　　　　高い水準に位置している。
◆公債費◆
　　　　　近年の大型事業を実施するにあたり、世代間扶助の観点から辺地債等の交付税措置される借入を
　　　　　実施したことにより公債費が伸びているが、公債費の償還ピークが平成１８年度であることから、今後
　　　　　は減少を見込む。
　　　　　大型事業が一段落したため、今後の地方債借入れは抑制に努めたい。
◆補助費等◆
　　　　　村行政改革実施計画に基づき、事務事業の整理・見直しを一層推進し、適正な補助金の交付に努め
　　　　　たい。
◆普通建設事業費◆
　　　　　平成18、19年における決算額の伸びは、統合保育所の建設事業によるものであり、今後は大型事業
　　　　　が一段落したため減少を見込む。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 576,123 72,890 132,353 ▲ 44.9
賃金（物件費） 84,280 10,663 10,150 5.1
一部事務組合負担金（補助費等） 8,322 1,053 20,366 ▲ 94.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,633 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 12,681 1,604 5,722 ▲ 72.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 9,031 1,143 3,522 ▲ 67.5
▲退職金 ▲ 45,563 ▲ 5,765 ▲ 14,403 ▲ 60.0
合計 644,874 81,588 160,342 ▲ 49.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.98 15.05 ▲ 6.07
ラスパイレス指数 95.2 93.2 2.0
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

634,035 80,217 114,673 ▲ 30.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 570 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 242,478 30,678 20,959 46.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

7,081 896 7,775 ▲ 88.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

18,717 2,368 4,493 ▲ 47.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 56 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 554,579 ▲ 70,164 ▲ 89,976 ▲ 22.0

合計 347,732 43,994 58,549 ▲ 24.9
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,321,209 163,739 ▲ 53.4 140,845 ▲ 6.7 ▲ 46.7

うち単独分 786,885 97,520 ▲ 62.9 82,455 ▲ 2.1 ▲ 60.8

778,928 97,537 ▲ 40.4 110,575 ▲ 21.5 ▲ 18.9

うち単独分 693,358 86,822 ▲ 11.0 68,815 ▲ 16.5 5.5

302,302 37,973 ▲ 61.1 121,414 9.8 ▲ 70.9

うち単独分 269,727 33,881 ▲ 61.0 58,925 ▲ 14.4 ▲ 46.6

436,114 55,009 44.9 124,895 2.9 42.0

うち単独分 407,932 51,455 51.9 61,345 4.1 47.8

828,999 104,883 90.7 110,324 ▲ 11.7 102.4

うち単独分 770,119 97,434 89.4 55,684 ▲ 9.2 98.6

過去５年間平均 733,510 91,828 ▲ 3.9 121,611 ▲ 5.4 1.5

うち単独分 585,604 73,422 1.3 65,445 ▲ 7.6 8.9
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